
●市民課、総合支所・出張所での届出
資格がなくなりましたら資格確認書をお返しください。

国 保 の 資 格 ～届出は１４日以内に～

国 保 の 保 険 料

前住地からの転出証明書

出生証明書・母子手帳

こ 　 ん 　 な 　 と 　 き
国
保
に
　

入
る
と
き

国
保
を
　

や
め
る
と
き

弘 前 市 に 転 入 し た と き

こ ど も が 生 ま れ た と き

資格確認書（お持ちの方）弘前市外に転出したとき

届 出 に 必 要 な も の

資格確認書（お持ちの方）・死亡を証明するもの

資格確認書または資格情報のお知らせ

死 亡 し た と き

住所・氏名・世帯主などが変わったときその他

●国保年金課、総合支所・出張所での届出

職場の健康保険からはずれた証明書

国保の資格確認書（お持ちの方）
職場の健康保険の加入を証明するもの

職場の健康保険をやめたとき
または被扶養者からはずれたとき
職場の健康保険に加入したとき
（家族の保険の被扶養者になったとき）

顔写真付きの身分証明書
（使えなくなった資格確認書など）

資格確認書などをなくしたとき
（汚れて使えなくなったとき）

在学証明書または学生証両面の写し修学のため、学生が弘前市外に転出するとき

保険料は医療費の大切な財源

○医療給付費分の保険料
　弘前市の国保加入者にかかると予想される年間の医療費等から、国保
加入者が病院等で支払う分と国等の負担金を差し引いた残りが、皆さん
に納付していただいた保険料で賄われます。
○後期高齢者支援金分の保険料
　後期高齢者医療制度への財政支援のため、各医療保険者が負担する支
援金にあてられます。
○介護保険分の保険料
　国保加入者で介護保険第２号被保険者（４０歳以上６５歳未満の方）に割
り当てられている介護分の保険料は、社会保険診療報酬支払基金へ納付す
る介護納付金にあてられており、基金からは様々な介護サービスの費用を
賄うための介護給付交付金として市（介護保険の保険者）に交付されます。
　介護保険第２号被保険者の加入・脱退の届出は必要ありません。
　ただし、障害者支援施設等の介護保険適用除外施設に入所されている
方や、退所された方は届出が必要です。
○子ども・子育て支援納付金分の保険料
　子育て世帯への支援を強化するための財源にあてられます。

◆

納付義務者は世帯主

各世帯の保険料額の決め方

　保険料の納付義務者は、世帯主となります。たとえ、世帯主が他の健康保
険に加入している場合（擬制世帯主といいます）であっても、保険料の納付
義務者は世帯主となります。

　保険料額は、各世帯の国保加入者及び介護保険第２号被保険者の所得や加
入している人数などを基に算出され、医療給付費分・後期高齢者支援金分・
介護保険分及び子ども・子育て支援納付金分の保険料の合計額となります。
詳しくは、世帯主宛にお送りする納入通知書をご覧ください。

◆

保険料の軽減について

①低所得世帯に対する保険料の軽減（１年間）
　世帯主（国保加入者でない場合も含む）及び、国保加入者及び特定同一
世帯所属者（注１）の前年における総所得金額等の世帯合計額が基準以下の
場合は、均等割額等（注２）と平等割額（注３）が、７割・５割・２割軽減されます。
　軽減に該当する世帯には、あらかじめ軽減された納入通知書をお送り
しますので、詳しくは、納入通知書をご覧ください。
（注１）国保から後期高齢者医療制度へ移行した後も、継続して同一世帯

に属する方です。
（注２）加入者１人当たりの額です。　（注３）１世帯当たりの額です。

②国保から後期高齢者医療制度へ移行に伴う保険料の軽減（最長８年間）
　国保から後期高齢者医療制度へ移行することで、国保加入者が１人に
なる場合は、移行後の平等割額が２分の１または４分の１軽減されます。

③非自発的失業者の保険料の軽減（最長２年間）
　倒産、解雇、雇い止めなど、やむを得ない理由で離職された６５歳未満の
方（非自発的失業者）の保険料を軽減する制度です。雇用保険受給資格者
証または雇用保険受給資格通知に記載されている離職理由コードが１１・
１２・２１・２２・２３・３１・３２・３３・３４の方が対象です。軽減の適用を受け
るには届出が必要です。

④産前産後期間の保険料の免除
　令和７年２月１日以降に出産する被保険者の出産予定日または出産日の
属する月の前月から４ヵ月間（多胎妊娠の場合、出産予定日または出産日
の属する月の３ヵ月前から６ヵ月間）産前産後期間相当分の所得割額およ
び均等割額が届出により減額されます。
※出産とは、妊娠８５日以上の出産をいいます。死産、流産（人工妊娠中絶を
含む）、早産された方を含みます。

◆

保険料を納めないでいると

　災害その他特別な事情がなく、納期限から１年が経過するまでの間に保
険料を納付しないときは、以下のような措置がとられます。お早めにご相談
ください。
①資格確認書を返してもらい、資格確認書（特別療養）を交付します。
　資格情報のお知らせをお持ちの場合は、資格情報のお知らせ（特別療養）
を交付します。医療費はいったん全額自己負担となります。
②国保の給付が、一部または全部差し止めとなります。
③さらに納付がないときは、差し止め給付額から滞納保険料分が差し引か
れます。

◆

◆

保険料負担は資格を取得した月の分から
　保険料は届出をしたときからではなく、資格を取得した月の分から賦課
されます。
　資格は職場の健康保険の資格を喪失したとき、または他の市区町村から
転入したときに取得します。
　介護保険第２号被保険者の資格を取得するのは、４０歳の誕生日の前日に
なります。誕生日が１日の人は誕生月の前月分から、それ以外の方は誕生月
分から介護保険分の保険料が賦課されます。

◆

保険料の納付方法について

保険料の減免制度について

普通徴収…特別徴収の条件に該当しない世帯
　以下の納付方法から選択できます。
　　・口座振替（自動払込）　・納付書　・納税貯蓄組合
特別徴収…年齢や年金額などの条件に該当する世帯
世帯主の年金から差し引いて納付されます。希望しない場合は届出によ
り口座振替（自動払込）に変更することができます。

①災害・生活困窮等による減免
　災害等により住宅・家財または農作物に損害を受けた場合や、その他特
別な事情により収入が激減し保険料の納付が著しく困難になった場合
に、被害程度等により保険料が減免される制度です。ただし、納期を過ぎ
ていたり、すでに納付された分の保険料は減免されませんので、納期限の
当日までに申請してください。
②旧被扶養者の減免
　被用者保険（職場の健康保険等）に加入していた方が、後期高齢者医療
制度へ移行することで、その方の扶養だった６５歳以上の方（以下「旧被扶
養者」といいます。）が新たに国保へ加入する場合、旧被扶養者の保険料に
ついて、一部減免する措置があります。

◆

◆
資格確認書または資格情報のお知らせ◆

①上記のほかにマイナンバー（個人番号）がわかるもの、お持ちの方は妊産婦
１０割給付証明書が必要です。
②７５歳になると後期高齢者医療制度に加入し、国保から脱退することとなり
ますが、届出の必要はありません。ただし、後期高齢者医療制度の障害認定を
受ける、または認定を取下げる場合は届出が必要です。

※外国人でも、住民基本台帳登録をしていて、３カ月以上在留資格があり職場の
健康保険に加入していない方は、国保に加入しなければなりません。

特定健康診査（メタボ健診）を受診しましょう

昭和２６年４月２６日から昭和６２年３月３１日までに生まれた市の
国保加入者（対象者には、受診券を４月下旬に発送しています。）

対象者○

実施期間
内 容

健診会場

ほ　か

申 込 先

４月２５日～３月１５日
身体計測、血圧、血中脂質、肝機能、血糖、尿、貧血、心電図検査など

・弘前市医師会健診センター
　（野田二丁目・☎０１２０－０５０－４８９）
・弘前市内及び板柳町の実施医療機関
　（令和８年度「健康と福祉ごよみ」に掲載しています。）
※受診を希望される実施医療機関へ直接お申し込みください。

料　金　無　料

７０歳から７４歳までの国保加入者について◆

　７０歳から７４歳までの方には、負担割合等が記載された資格確認書また
は資格情報のお知らせが交付されます。誕生日が１日の方は誕生月から、１
日以外の方は誕生月の翌月から利用できます。医療機関の窓口に提示する
と、負担割合が以下のとおりになります。

対　象　と　な　る　方 負担割合

３割

２割

住民税課税所得が１４５万円以上の方が同じ世帯にいる方

上記以外の方

令和８年７月下旬ころには以下のものをお送りします。
　・マイナ保険証を保有している（７０歳から７４歳までの）方→資格情報のお知らせ
※すでに資格情報のお知らせをお持ちの70歳未満の方は、送付されま
せんので、ご注意ください。

※点線部分を切り取り、マイナンバーカードと一緒に保有してください。
　・マイナ保険証を保有していない方→資格確認書
※要配慮者（高齢の方や障がいをお持ちの方など）はマイナ保険証を保
有していても、国保年金課国保保険料係へ申請をすれば、資格確認書
が交付されます。

マイナ保険証について◆

　令和６年１２月２日から、保険証は新規で発行されなくなりました。
　マイナンバーカードを健康保険証として利用するための登
録をする（マイナ保険証）方は、以下の準備をお願いいたします。
①マイナンバーカードを申請
②マイナンバーカードを健康保険証として登録　詳しくはこちら⇒

令和８年度令和８年度令和８年度 国保のしおり国保のしおり国保のしおり

・国保の資格、保険料について　国保年金課　国保保険料係　４０－７０４５
・保 険 料 納 付 相 談　収納課　収納第１係・第２係　４０－７０３２・４０－７０３３
・特定健診、国保ドックについて　国保年金課　国保健康事業係　３５－１１１６
・国保の給付について　国保年金課　国 保 給 付 係　４０－７０４７

問い合わせ先（直通）



（　　　　　）

医 療 費

国 保 の 給 付

国保ドックのご案内
○対象者　昭和２６年４月１６日（脳ドックは昭和２６年４月２日）から昭和６２年
　　　　　３月３１日までに生まれた市の国保加入者（妊産婦、介護保険施設等
　　　　　に入所している方等を除く）

健診会場及び申込先

・弘前市医師会健診センター
（☎３５－１１１６：国保年金課国保健康事業係）

・鳴海病院健康管理センター（☎３７－２５５０）

・健生病院健診科（☎０５０－１７２６－１５７８）

※検診内容や年齢によっては負担額
が増減する場合もあります。

健診会場及び申込先
・鳴海病院健康管理センター（☎３７－２５５０）
・木村脳神経クリニック（☎３１－３１１７）
・健生病院　　（☎０５０－１７２６－１５７８）
・弘前脳卒中リハビリテーションセンター

（☎２８－８２２０）
・吉川脳神経外科クリニック（☎２６－６１２０）
・弘前総合医療センター（☎３２－４３１１）

料　　金　５，０００円

いずれのドックも予約制です。日程・時間等は申込先にご確認ください。

※マイナ保険証等とは、マイナ保険証、資格確認書または資格情報
　のお知らせのことをいいます。

　病気やケガで診療を受けるとき、マイナ保険証等を提示すると、
医療費の３割分の負担で診療が受けられます（小学校就学前の乳
幼児は２割、７０歳以上の前期高齢者の方は２割～３割）。

乳 　 児
医 療 費

　子ども医療費制度の対象外の乳児（０歳）は「乳児１０割受給資格
証」を医療機関の窓口に提示すると、自己負担がありません（健診
は除く）。

訪問看護
療 養 費

　医師の指示のもとで訪問看護ステーション等を利用したとき、
費用の一部を支払うだけで残りは国保が負担します。マイナ保険
証等を訪問看護ステーションに直接提示してください。

海 　 外
療 養 費

　国保加入者が、やむを得ず海外渡航中に病気・ケガ等で現地の
医療機関で診療を受けたときの医療費の一部を支給する制度です。
※申請に必要なもの…領収書・診断内容の明細書（外国語で記載
されている場合は翻訳者の住所・氏名が記された日本語の翻訳
文も必要）・マイナ保険証等・パスポート・振込の場合は世帯
主の預金通帳の写し。

移 送 費
　患者が移動困難で、緊急を要し、付近の医療機関では必要な治療
が不可能である等、弘前市で認めたときに支給されます（本人の希
望による転院等は認められません）。

葬 祭 費
　被保険者が亡くなったとき、葬祭執行人に葬祭費として５万円
が支給されます。※申請に必要なもの…マイナ保険証等・葬祭執
行人名義の預金通帳。また、被保険者と葬祭執行人が別世帯の場合、
葬祭執行確認書類（会葬礼状等）の添付が必要です。

療 養 費

　次のような場合、あとで国保から払戻しを受けられます。
①やむを得ない理由でマイナ保険証等を持たずに診療を受けたとき
②骨折・ねんざ等で柔道整復師の施術を受けたとき
③医師が治療上必要があると認定した場合のあんま、はり、灸、
マッサージ代

④輸血の生血代
⑤必要と認められたコルセット等の補装具代

人間ドック実施期間
４月１５日～３月１５日

脳ドック実施期間
４月１日～３月３１日

高額療養費◆

（注１）所得＝総所得金額等－基礎控除額（４３万円）
（注２）低所得者Ⅱ：世帯主及び世帯全員が市民税非課税である方です。
（注３）低所得者Ⅰ：世帯主及び世帯全員が市民税非課税であって、その世帯

の所得が一定基準以下の世帯に属する方です。
（注４）多数回該当：過去１２か月以内に高額療養費の支給が４回以上あった

ときは、４回目から多数回該当となり、自己負担の額が少なくなります。
（注５）年間上限額を超えた弘前市国保の対象者には、翌年以降に申請案内を

送付します。一般（世帯）またはエの区分の方で年収が２００万円以下
の区分に該当する方は年間上限額が４１０，０００円になり、令和９年８
月以降に償還払いの申請案内を送付します。

●未申告世帯
　市民税の申告をしていない方がいる世帯は、最高位の区分と同じ自己
負担限度額の区分となりますので、所得のない方または少ない方でも、必
ず市民税課で申告してください。
●世帯合算
　同一世帯の方が同一月内に２１，０００円以上の医療費を、２か所以上または
２人以上が支払った分については合算されます。ただし、合算した医療費が上
記表１の自己負担額を超えない限り、高額療養費の対象にはなりません。
　また、７０歳未満の方が高額療養費の支給対象となる場合、同一世帯の
７０歳以上の医療費は、すべて合算されます。
●高額介護合算療養費
　医療費が高額となった世帯に介護保険の受給者がいる場合は、医療保
険と介護保険の自己負担限度額を適用後の金額と合算して、所得に応じ
た下記の自己負担限度額（表２）を超えた場合は、申請により、超えた金
額を支給します。
　対象期間は８月から翌年７月までの１年間で、弘前市国保の対象者に
は、３月以降に申請案内を送付します。

自己負担限度額（月額）令和８年８月～ 表１

区 分 所得区分

９０１万円
超

６００万円超
９０１万円以下

２１０万円超
６００万円以下

２１０万円
以下

市　民　税
非課税世帯

７０歳未満
国保世帯全体

２７０，３００円＋
（総医療費－９０１，０００円）×１％
〈多数回該当：１４０，１００円〉
年間上限額１，６８０，０００円

１７９，１００円＋
（総医療費－５９７，０００円）×１％
〈多数回該当：９３，０００円〉
年間上限額１，１１０，０００円

８５，８００円＋
（総医療費－２８６，０００円）×１％
〈多数回該当：４４，４００円〉
年間上限額５３０，０００円

６１，５００円
〈多数回該当：４４，４００円〉
年間上限額５３０，０００円

３６，９００円
〈多数回該当：２４，６００円〉
年間上限額２９０，０００円

現役並みⅢ
課税所得

６９０万円以上

一　般

Ⅱ（注２）

Ⅰ（注３）
低所得者

７０歳以上の前期高齢者

個人単位（外来のみ）

２７０，３００円＋（総医療費－９０１，０００円）×１％
（注４）〈多数回該当：１４０，１００円〉
（注５）年間上限額１，６８０，０００円

２２，０００円
年間上限額２１６，０００円

１１，０００円
年間上限額９６，０００円

８，０００円

２５，７００円
〈多数回該当：２４，６００円〉
年間上限額２９０，０００円

１５，７００円
年間上限額１８０，０００円

６１，５００円
〈多数回該当：４４，４００円〉
年間上限額５３０，０００円

（　　　　　）
現役並みⅡ
３８０万円以上
６９０万円未満

１７９，１００円＋（総医療費－５９７，０００円）×１％
〈多数回該当：９３，０００円〉
年間上限額１，１１０，０００円

（　　　　　）
現役並みⅠ
１４５万円以上
３８０万円未満

８５，８００円＋（総医療費－２８６，０００円）×１％
〈多数回該当：４４，４００円〉
年間上限額５３０，０００円

世帯単位（入院含む）

表２自己負担限度額（年額）

区 分 ７０歳以上の前期高齢者

２１２万円

１４１万円

６７万円

５６万円

３１万円

１９万円

課税所得（６９０万円以上の方）

課税所得（３８０万円以上の方）

課税所得（１４５万円以上の方）

所得９０１万円超

所得６００万円超９０１万円以下

所得２１０万円超６００万円以下

所得２１０万円以下

市民税非課税世帯

区　　　分 国保世帯全体

２１２万円

１４１万円

６７万円

６０万円

３４万円

　マイナ保険証を使用するまたは限度額適用認定証を医療機関等に提示すると、
窓口での保険診療分の支払いは、下記の自己負担限度額（表１）で済みます。７０歳
以上の方は、現役並みⅢ及び一般の区分以外の方が限度額適用認定証の交付対象
となります。
　ただし、院外処方がある場合の外来、月途中の転院等で高額療養費が発生
する場合は、医療機関等の窓口での一部負担金を支払い後に、高額療養費の支
給申請が必要となります。
　なお、医療機関等の窓口での支払いが困難な場合は、自己負担限度額を超え
る額を無利子で貸付けする高額医療費貸付制度も利用できます。

入院時の食事代◆

※入院時食事代や保険外分（文書料・部屋代等）は、高額療養費の支給対象にはなりません。

高額療養費・食事療養費等の申請手続きに必要なもの

高 額 療 養 費　……　マイナ保険証等・領収証・世帯主名義の預金通帳の写し
限度額適用認定証　……　マイナ保険証等
減 額 認 定 証　……　マイナ保険証等
入院９０日以上の検印　……　減額認定証・領収証

　入院時の食事代は、医療費とは別に定額の自己負担があります。

保険で受けられないもの

○病気となされないもの（健康診断、予防接種・予防注射、美容上の手術・
矯正、正常な妊娠・分娩、経済的理由による人工妊娠中絶・避妊手術、特
殊な歯科診療等）
○犯罪や故意による病気やケガ
○けんか、泥酔、麻薬中毒等による病気やケガ
○仕事上の病気やケガ（業務上の災害は労災保険制度適用）

交通事故などにあったとき

　交通事故や傷害事件等第三者から受けた傷病の治療費は、加害者の負担と
なります。この場合「第三者行為による傷病届」の提出が必要です。示談をする
前に必ず提出してください。提出しないで国保を使用すると不利益な取扱い
を受けることがあります。

【届出が必要な場合の事例】

○第三者が飼育する動物に咬まれた　○第三者が経営する食堂で食中毒になった
○交通事故（自損事故含む）　　　　　○第三者の暴力により受傷した
○第三者が所有管理する工作物で受傷した

※市民税非課税世帯の方は、医療機関等の窓口でマイナ保険証を使用するか標準負担額
減額認定証（以下、「減額認定証」という）を提示すると負担額が少なくなります。
※入院日数が９０日を超えるときは、減額認定証に検印が必要となります。
※６５歳以上の方が療養病床に入院したときは、所得に応じた食費と居住費の支払いが必要です。

区　　　　　　　分

上 位 所 得 者 ま た は 現 役 並 み 所 得 者

１食あたり

一　　　　　　　般
５５０円

９０日までの入院 ２７０円

９０日を超える入院
市民税非課税世帯の方

２２０円

市民税非課税世帯の方で一定基準に満たない世帯の方 １３０円

発行／弘前市国保年金課

妊 産 婦
外来診療

　妊産婦は「妊産婦１０割給付証明書」を医療機関の窓口に提示す
ると、外来に限り出産の月の翌月の末日まで、自己負担がありませ
ん（健診は除く）。

出産育児
一 時 金

　国保の加入者が出産したときに支給されます。妊娠８５日以上で
あれば死産・流産でも支給されます。
※原則として、国保から医療機関等へ直接払い（直接払い制度）が
導入されています。

※他の健康保険から支給される場合、国保からは支給されません。
　詳しくは、ご利用の医療機関等にお尋ねください。
※申請に必要なもの…マイナ保険証等・領収証・直接支払制度の
合意書・母子健康手帳・世帯主名義の預金通帳の写し。

医療費の一部負担金減免等◆

　弘前市国保に加入している方が、災害や失業などの特別な事情で一時的
に生活困窮し、医療機関等の窓口支払いが困難な場合、支払いを軽減する制
度です。

※「基準生活費」とは、生活保護法による保護の基準に規定する生活扶助基準、教育扶助

　基準及び住宅扶助基準を用いて算出した額をいう。

まずはご相談ください。

一部負担金減免等 基　　　　　準 承 認 期 間

同 　 　 上

全額免除

半額免除

徴収猶予

・世帯の平均収入月額が基準生活費の１１５．５％以下
・預貯金の合計額が基準生活費の３か月分以下

・世帯の平均収入月額が基準生活費の１２０％以下
・預貯金の合計額が基準生活費の３か月分以下

・全額・半額免除の基準に該当しない場合
　で市長が認める場合

１年につき３か月以内（１か月ごとに
更新）※再度申請可（１回のみ）

１年につき６か月以内

現
役
並
み

所

得

者

一　　　般

低所得者Ⅱ
低所得者Ⅰ

ア

イ

ウ

エ

オ

※各種申請書にマイナンバー（個人番号）の記入が必要です。
　窓口に来られた方の本人確認に免許証等の提示を求めておりますので、来庁の際にご
　協力をお願いいたします。

ア

イ

ウ

エ

オ


